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ヒノキコンテナ苗の活着と初期成長に関する研究
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containerized seedings of Japanese Cypress( Chamaecyparis obtusa ) .
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要 旨

西山 嘉寛：ヒノキコンテナ苗の活着と初期成長に関する研究－岡山県農林水産総合

センター森林研究所研報34：1-24（2019）岡山県北部の国有林内4地点，真庭市有林

内1地点にそれぞれ植栽されたコンテナ苗について，植栽3～4年後までの活着及び初

期成長に関する実態調査を実施した。植栽3年後の健全率は，一部試験地を除き，普

通苗とほぼ同等の70～80％を期待できることが明らかになった。最も枯損率が高か

った試験地の一部では，枯損個体は健全個体に比べ，平均根元直径，平均形状比にお

いて，それぞれ5％，1％水準で有意差が認められ，根元直径の大きい苗木ほど活着

率が高くなることが明かになった。植栽3年後の樹高成長量及び相対成長率は，普通

苗とコンテナ苗はほぼ同等であった。コンテナ容量別（150cc，300cc）では，植栽3

年後の樹高に有意な差は認められなかった。植栽3，4年後で，コンテナ苗の樹高は，

植栽場所によっては，それぞれ150cm，200cm程度期待でき，下刈は植栽3年以降は省

略できると考えられる。周辺に侵入・定着する植生のうち，アカメガシワ，タラノキ，

クマイチゴ，ナガバモミジイチゴ及びチマキザサ等は，複数の試験区において，植生

高が1.2ｍ以上，もしくは植被率が10％を超える事例が確認されたことから，上記植

生の管理を徹底する必要がある。

キーワード：ヒノキ コンテナ苗 普通苗 活着 初期成長

Ⅰ はじめに

我が国の林業は，木材価格の長期低迷により，経営状

況が悪化しており，その健全性確保に向け，低コスト化

が必要不可欠となっている。一方では，戦後，拡大造林

期に造成されたスギやヒノキが主伐期を迎え，国産材の

供給力強化，雇用の創出，さらには齢級の平準化された

健全な森林育成など，林業活性化も期待されている（梶

本ら 2016）。そこで，近年，林業機械の導入，下刈り

省力化等の初期保育コストの低減に向けた取組・研究が

実施され，その一つとして「一貫作業システム」が提案

されている（山川ら 2013）。そこで活用が期待される

のがコンテナ苗であり，季節を選ばず，年間を通じて植

栽可能とされており（遠藤 2007），初期成長の良さが

期待されている（林野庁 2009）。

2008年，国内で初めて山林種苗用の国産コンテナ・ト

レーの販売が始まったのに合わせ（落合 2016），今日，

従来の県内における需給調整から，苗木配布区域のよう

な広域での需給調整の高まりとともに，コンテナ苗生産

を契機に新規参入や新しい生産設備の投資に向けた動き

がみられるようになってきた（都築 2016）。

さらに，全国的に「一貫作業システム」の導入が試み

られ，コンテナ苗の植栽が進む中，岡山県内においても，

民間苗木生産業者が育成した苗木が国有林等へ出荷され，
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植栽されている事例が出始め

ている（諏訪ら 2016，全国

林業改良普及協会 2016）。

これらに合わせ，コンテナ

苗植栽に関する事例につい

て，研究・報告が近年なされ

る よ う に な り （ 山 川 ら

2013，諏訪ら 2016，国立研

究開発法人森林総合研究所

2016，壁谷ら 2016，八木橋

ら 2016，渡邉ら 2017），

コンテナ苗の現状と課題も浮

き彫りになってきている（梶

本ら2016，渡邉 2017）。さ

らに，コンテナ苗が①植栽効

率が高い，②活着がよい，③初

期成長がよい，④通年植栽が可能といった利点がある一

方，コンテナ苗木価格が普通苗に比べ高いこと，根があ

まり伸びないため，風雪害等に弱い危険性があること

（岩井ら 2012）や，コンテナに用いる種子の発芽率・

得苗率の問題（原ら 2017）も明かになってきた。この

ことを受け，2015～2017年の３カ年，単県課題「コンテ

ナ苗を用いた低コスト造林技術の確立」の中で，調査及

図－１ コンテナ苗植栽試験区の位置

び検討を行ったので報告する。

Ⅱ 調査方法

１ 調査地の設定

2015年３月，真庭市星山（以下 星山国有林），高梁

市楢井（以下 佐与谷山国有林），新見市神郷油野（以

下 入開山国有林），新見市千屋（以下 樋谷山国有

林）の岡山県中北部４カ所において，それぞれ試験区，

さらには調査区をそれぞれ設定した。一方，これに先駆

け，2013年12月，真庭市月田本地内（以下 真庭市有

林）においても，同様に，試験区及び調査区をそれぞれ

設定した（図－１）。各調査区の面積は，一部，真庭市

有林の場合（200m2）を除き，400m2である。

国有林内４試験区及び真庭市有林１試験区の立地環境

はそれぞれ表－１のとおりである。

星山国有林は，岡山県北部の真庭市星山地内に位置し，

周囲には，スギ，ヒノキ人工林のほか，コナラ，アベマ

キ等の落葉広葉樹二次林が確認される。

佐与谷山国有林は，他の試験区より南の，県中西部の

高梁市楢井地内に位置するとともに，近くに臥牛山を望

む。周辺にはヒノキ人工林のほか，コナラ，アベマキ等

の落葉広葉樹二次林が確認される。
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入開山国有林は，樋谷山国有林より南の新見市神郷油

野地内に位置し，広島県境にも近い。周辺部は，スギ，

ヒノキ人工林のほか，コナラ，アベマキ，クリ等，落葉

広葉樹二次林が確認される。

樋谷山国有林は，鳥取県に隣接する新見市最北部の千

屋地内にあり，標高は４調査区いずれも800ｍ以上に位

置している。尾根部を挟んで斜面反対側は，千屋スキー

場となっている。周囲には，ブナ，ミズナラ，シデ類が

優占し，林床にはチマキザサが繁茂している。

真庭市有林は，真庭市月田本地内に位置し，周辺部は

スギ，ヒノキ人工林のほか，アカマツ枯損後に成立した

コナラ，アベマキ等落葉広葉樹二次林が形成されている。

（１）気象

国有林内４試験地内及び真庭市有林内に，2015～2017

年，いずれも４～５月に，データロガー（TR-71wf T

AND D製）をそれぞれ設置し，毎時，気温及び地温（土

中10cm深さ）を測定した。当該年度の９～10月，これら

をそれぞれ回収するとともに，持ち帰り，解析に供した。

（２）植栽に供したヒノキコンテナ苗

５試験区に植栽されたヒノキコンテナ苗は，いずれも

岡山県内民間苗木生産業者が育成した，JFA150（以下

150cc），JFA300（以下 300cc）規格のものが提供され

ていた（表－２）。なお，普通苗に関しても，県内の苗

木生産業者により育成されたものである。

下刈作業は，４国有林とも，2015～2017年度（３カ年

間），一部，佐与谷山国有林の調査区①を除き（植栽３

年目，下刈作業は実施されず），いずれのの調査区とも

に，全刈り，または筋刈りが夏季に実施されていた（表

－３）。一方，真庭市有林の場合，2014年度から下刈が

実施されており，３カ年間の連続下刈の後，４年目は実

施されていない。

（３）生育状況調査

2015年４～５月，国有林４試験区内及び真庭市有林に

おいて，各調査区ごとに縦横20ｍ四方または縦10ｍ，横

40ｍの調査区（面積400m2）を設定した。次に，この中

に植栽されているすべてのヒノキコンテナ苗について，

立木調査用個体ナンバーテープ（（株）竹谷商事製）を

ホッチキスで取り付けた。以後，2017年までの３カ年間，

毎年６～７月及び８～10月に，活着状況を目視により，

苗木内訳をそれぞれ健全，折損，食害，枯損に区分した。

その際，各数値の算出に当たっては，３年間の累計値と

した。なお，コンテナ苗については，植栽時の植え込み

不足による倒伏について指摘されているが（独立行政法

人森林総合研究所四国支所 2015），本研究では該当す

る個体がなかった。さらに，ほぼ成長が休止する９月下

旬～10月，各個体ごとに，樹高，根元直径について，そ

れ ぞ れ 1cm単 位 （ TAJIMA製 ） ， 0.1mm単 位 (A&D

Company,limited）でそれぞれ測定した。

解析に当たり，活着率については，普通苗とコンテナ

苗を比較するため，χ2検定により分析を行った。樹高

成長，根元直径成長については，期間成長量，さらには

RGR（相対成長率）を算出するとともに，形状比，容量

別（150cc，300cc）に，普通苗と比較するため，ｔ検定

を行った。

RGR･H(n)＝Ln(Hn/Ho)/n

RGR･D(n)＝Ln(Dn/Do)/n

ただし，
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RGR･H（n)：山地植栽後n年間の年平均相対樹高成長率

Hn：ｎ年後の樹高

Ho：植栽時の樹高

RGR･D（n)：山地植栽後n年間の年平均相対根元直径成

長率

Dn：ｎ年後の根元直径

Do：植栽時の根元直径

（４）下刈り影響調査

各国有林及び真庭市有林について，各調査区ごとに，

１ｍ×１ｍの正方形プロットを５カ所設定し，各プロッ

ト４隅の頂点について植生高を調べるとともに，2015年

～2017年の３カ年間，毎年６～７月及び８～10月の年２

回，木本類，草本類（ササ類含む），及び両者を合わせ

たもの（以下 全植生）別に，それぞれの植生高につい

て，２ｍポールを用いて５cm単位で測定した。併せて，

同調査区内のすべての植物について，その種を同定する

とともに，種別に植被率を目視により，５％単位で判定

し，種別の個体数をカウントした。ただし，株立ち性の

植物については株数をカウントした。

Ⅲ 結果と考察

１ 気象

樋谷山国有林の場合，試験区及び調査区の標高が800

ｍ以上に位置しており，他の４試験区に比べ，地温，気

温ともに明らかに低い傾向にあった。一方，今回の調査

対象の中で最も県南部に位置する佐与谷山国有林は，地

温，気温ともに，他の４国有林と比べ高い傾向がみられ

た（表－４）。ただし，月平均気温と月平均地温の数値

は，試験区によってはその傾向が一致せず，異なってい

た。今回，得られた気象データについては，地球温暖化

や微気象の影響による，コンテナ苗の生育状況を考える

上で，基礎データの一つとなりうると考えられる。

２ 活着状況（枯損状況）

４国有林の各調査区におけるコンテナ苗の枯損率は，

植栽当年，樋谷山国有林では，調査区②で53.3％，同調

査区①で22.6％をそれぞれ記録し，それ以外の試験区で

は星山国有林の調査区①で最大12.0％に止まっていた

（表－５）。植栽３年後では，樋谷山国有林の調査区②

では58.7％，同調査区①で29.8％をそれぞれ記録したが，

その他の試験区では，最大でも入開山国有林の調査区①

の20.5％に止まっていた。

一方，普通苗の場合，植栽当年の枯損率最大値は，樋

谷山国有林の調査区④の6.7％であった。植栽３年後で

は，5.1～32.0％の範囲であったが，コンテナ苗同様，

樋谷山国有林を除けば，佐与谷山国有林の調査区①の

11.5％に止まっていた。

以上の結果より，４国有林では，樋谷山国有林で，コ

ンテナ及び普通苗ともに高い枯損率となっていたが，他

の試験区では植栽３年間でほとんど変わらなかったと言

える。

真庭市有林におけるコンテナ苗の場合，植栽１年後の

枯損率は，調査区②で12.5％であったが，それ以外の調

査区でいずれも10％未満であった。その後３カ年間にお

いても，調査区①，②を除き，枯損率はいずれも10％以

下であった（表－６）。調査区①，②については，同調

査区内で表土の流亡が継続して確認されていることから，

この影響によるものと考えられる。

細川ら（2017）は，岡山県新見市内の三光山，三室国

有林でそれぞれ調査し，春植え，秋植えで，コンテナ苗

の枯損率が植栽後１年経過して約１割（活着が約９割），

普通苗が２割（活着率が約８割）であったと報告してい

る。さらに，全国のコンテナ苗の活着・生育評価結果を

まとめた報告によれば，コンテナ苗の平均生存率（96％

/年）は普通苗（97％/年）とほぼ同程度との報告がある

（国立研究開発法人森林総合研究所 2016）。これらの

報告を合わせて考えれば，コンテナ苗の活着は普通苗と

同等程度期待できると考えられる。

今回の調査で，健全率の割合も，樋谷山国有林を除き，

植栽３年後では，コンテナ苗及び普通苗ともに，70％以
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上期待できることが明ら

かになった（図－２）。

コンテナ苗と普通苗を同

一箇所に植栽している試

験区において，両者の過

去３カ年間の健全率を比

較すると，樋谷山国有林

においては，各時期とも1

％水準で有意差が認めら

れたが，佐与谷山国有林

の場合，有意差は認められなかったこと

から（表－７），コンテナ苗と普通苗に

おいて，健全率に差があるとは考えられ

ない。

さて，樋谷山国有林においては，植栽

直後６月時点でのコンテナ苗の活着と枯

損個体に関し，苗長，根元直径，形状比

の平均値をそれぞれ比較すると，調査区

①，②ともに，苗長では５％水準で有意

差は認められなかったが，調査区①では，根元直径につ

いて５％水準，調査区②では形状比について１％水準で

それぞれ有意差が認められた（表－８，ｔ検定）。根元

直径が相対的に小さい個体，または形状比が高い個体に

おいて枯損が集中していることから（図－３），今回，

当試験区で，コンテナ苗及び普通苗の枯損率が他の試験

区に比べ明らかに高かった原因として，植栽時における

苗木の良否が考えられる。コンテナ苗の植栽時の活着は，

植栽時の樹高（苗高）サイズの影響よりも根元直径の大

小が大きく影響することが推察される。

３ 生育状況

樋谷山試験区を除き，他の３試験区では，植栽３年後

には，同苗の樹高はほぼ1.5m以上に達していることが明

らかになった（表－９）。このことについて，今回，調

査対象となっている真庭市有林の場合（（岡山県農林水

産総合センター森林研究所 2013），植栽３，４年後に

おけるコンテナ苗の平均樹高は，それぞれ1.5，2.0ｍ以

上にほぼ達しており（表－10，図－４），植栽後３年経

過した前述の４国有林における樹高成長の結果を裏付け

ていた。細川ら（2017）は，岡山県新見市内の三光山，

三室国有林にそれぞれヒノキコンテナ苗を植栽して３年

目の時点で，同苗の樹高がそれぞれ120cm，140cm程度に

達したことを報告している。樋谷山国有林の一部調査区

とは同程度と考えられるが，それ以外の３国有林のコン

テナ苗の樹高成長に比べ，やや劣る結果となっていた。

植栽後３年間の樹高成長について，関係式として一次

式，指数式にそれぞれ当てはめると，ともに１％水準で

高い相関が認められたが，コンテナ苗，普通苗ともに，

同一試験区であっても，調査区ごとに両関係式が異なり，

共通した傾向は明らかにならなかった（表－11）。

上記樹高成長関係式の一次式係数（a，b）についてみ

ると，山地植栽時の苗高（苗長）は係数（b）に相当す

ることから，コンテナ苗木では，苗高サイズ（22～

35cm）であれば，その後の年成長量は最大50cm前後とほ

ぼ一定の傾向がみられた（図－５）。このことは，山行

岡森研研報34 2019



- 7 -

苗として必ずしも苗高が大きい個体が樹高成長の

点において優れているとは言えないことを示唆す

るものである。

同一試験区内において，普通苗とコンテナ苗と

の間で，樹高成長量及び直径成長量をそれぞれ比

較すると，佐与谷山国有林，樋谷山国有林とも

に，植栽１年間は，普通苗の方が，樹高成長量及

び直径成長量ともに大きい傾向があったのに対

し，植栽３年後では，逆にコンテナ苗の方が成長

量が大きい傾向が両試験区ともに確認された（表

－12，ｔ検定，p＜0.05）。コンテナ苗では当初，

植栽時からの初期成長が普通苗に比べ大きいこと
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が予想されたが，必ずしもそうはならず，むしろ植栽２

年後には徐々に普通苗に追いつき，植栽３年目には普通

苗より旺盛な樹高成長を示した結果であると推察される。

根元直径成長量については，両試験区において，同一傾

向は認められなかった。

一方，植栽１～３年後の相対樹高成長率（表－13）で

は，佐与谷山国有林ではコンテナ苗に比べ，普通苗の方

がいずれも上回っていたが，逆に樋谷山国有林では植栽

２年後以降，コンテナ苗と普通苗で有意な差が認められ

なかった（ｔ検定，p＞0.05）。２試験区の結果から，

コンテナ苗と普通苗は，樹高成長の観点からすると，植

栽３年後の時点で，全期間を通して差はほとんどないと

考えられる。

植栽１～３年後の相対根元直径成長率（表

－13）については，樋谷山国有林における植

栽１年後を除き，両試験区ともに，コンテナ

苗の方が普通苗より大きく，５％水準で有意

差が認められた（ｔ検定）。以上の結果を総

合的に判断すると，植栽３年経過時点で，相

対成長率（樹高，根元直径）を比較すると，

大きな差はないと考えるのは妥当であろう。

４ コンテナ容量

コンテナ容量別では，300ccコンテナ苗木

を植栽した入開山国有林，真庭市有林の場

合，植栽時の形状比は，平均68.1～80.9であ

ったのに対し，150ccコンテナ苗木を植栽し

たそれ以外の試験区では，82.4～102.5と相

対的に高い傾向にあった（前掲 表－９，－10）。ただ

し，植栽３年後においては，300ccコンテナ苗木で51.5

～73.7，150ccコンテナ苗木で45.0～68.7となっており，

植栽後の時間の経過とともに，コンテナ苗木の形状比は

徐々に低減し，かつ両者の差は小さくなっていた。コン

テナ苗の容量は，岡山県内民間苗木生産業者では，2018

年現在，150ccが中心となってはいるが，当該試験区に

おいては150ccと300ccの２種類が植栽されている（前掲

表－２）。同一試験内に容量の異なった２種類のコンテ

ナ苗が植栽されている事例は認められないが，今回の５

試験区のうち，３試験区が150cc容量，２試験区が300cc

容量のコンテナ苗をそれぞれ植栽している。そこで，コ

ンテナ容量が樹高サイズに及ぼす影響について，コンテ
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ナ容量別（150cc，300cc）に植栽後，各経過

時の平均樹高を比較したところ（図－６，表

－14），コンテナ苗と普通苗の平均樹高は，

植栽１～３年間においては，両者の間は５％

水準で有意な差は認められなかった（ｔ検

定）。コンテナ苗木の成長は，育苗段階で

は，セルの容量と密度が大きく影響を与える

と言われているが（落合 2016），今回のよ

うに，山地への植栽後の結果はこれと異なっ

ていた。300cc容量から150cc容量へとコンテ

ナ苗容量が小さくなっても，植栽後の樹高成

長に差がないとすれば，より容量の小さいコ

ンテナ苗を導入することにより，育苗コスト

の低減や，運搬等において軽量で持ち運びし

やすいこと，コンテナ苗木の根鉢が小さけれ

ば植栽効率が上がる可能性があること（渡邉

2017a）等の利点を最大限に生かすことができ

ると考えられる。

５ コンテナ苗の規格

植栽時のコンテナ苗のサイズがその後の樹高及び根元
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直径に与える影響について，星山国有林についてみると，

調査区１～４いずれでも，樹高（苗高）30cm以上，かつ

根元直径3.5mm以上の個体の方が，樹高（苗高）30cm未

満で，かつ根元直径3.5mm未満の個体よりも総じて樹高

（苗高），根元直径の値がともに大きく，１％水準で有

意な差が認められた（図－７，表－15）。このことは，

山行苗出荷時の苗規格を厳格にチェックすることにより，

スムーズに成林化を進めることができることを示唆する

ものである。岡山県においては，現在，ヒノキコンテナ

苗の山行苗規格が，樹高（苗高）30cm以上，かつ根元直

径3.5mm以上となっており，当該規格のチェックを今後

とも徹底していく必要がある。

２ 周辺植生

（１）種組成

４国有林における調査区別種組成は，植栽３年後の時

点で，木本類は星山国有林では，８～18種（全植生23～

32種），佐与谷山国有林では９～14種（同11～19種），

入開山国有林では10～12種（同13～22種），樋谷山国有

林では５～16種（同９～21種）となっていた(表－16，

付表－１)。４試験区とも，前年度と比べ，植栽３年後

の種数は，木本類，草本類ともに±４の範囲内に止まっ

ており（図－８），過去２カ年間で種数の急激な変化は

みられなかったと考えられる。

一方，真庭市有林の場合，植栽３年後の種数は，木本

類が13～23種類（全植生16～30種類）であったが（表－

17，付表－２），これは，上記４国有林と比較しても，

星山国有林，一部，樋谷山国有林と並び，多い傾向にあ

った。さらに，樹高1.2ｍ以上の個体に限定すれば，木

本類は最大３種類に止まっており，入開山国有林の６種

類，星山国有林の４種類に比べ，劣っていた。

チマキザサは，入開山，樋谷山の国有林において確認

された。チマキザサは，植栽木の成長に影響を及ぼす恐

れがあるため，今後，その動態については注視していく

必要がある。

（２）植生高

星山国有林では，植栽３年後で，４調査区とも，木本

類，草本類，ササ類を合わせた全植生の植生高は,平均

50cm未満であった（図－９）。

佐与谷山国有林では，調査区①が最も植生高が大きく，

中でも木本類が平均値90cm台と中心であった（図－10）。

同区においては，2015～2016年度の２カ年間は下刈り作

業が実施されているが，2017年度は実施されていないケ

ースである。その際，木本類も含む植生高は，同年９月

時点で約140cmに達していた。

入開山国有林では，植栽３年後で，調査区①では，木

本類による侵入・定着が確認され，平均植生高は110cm，
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全体でも120cm台に達していた（図－11）。

樋谷山国有林では，草本類による影響が大

きかったのは，調査区②，④であり，植栽３

年後では，平均値レベルで，それぞれ70cm

台，60cm台となっていた。それ以外の調査区

では，木本類，草本類，ササ類を合わせて

も，最大で50cm台に止まっていた（図－

12）。両調査区ともに，調査区①，②より標

高が高い位置にあることから，チマキザザの

繁茂が確認されており，このことが大くき影

響していると考えられる。この点について，

三村ら（2015）は，ササ生育地の中でも，ヒ

ノキのコンテナ苗木は活着し，かつ一定の成

長をすると報告しているが，今回の結果は一

部，これと異なる結果となっており，

今後とも追跡調査が必要である。

一方，植栽４年後で，真庭市有林の

調査区③，⑥，⑦では，木本類を中心

に，全植生高は70cm台となっていた

（図－13）。当該区は，いずれも，植

栽４年目には全く下刈作業は実施され

ていないが，ここ１年で急激な上昇は

確認できなかった。３カ年間（2014～

2016年），確実に下刈が実施されたこ

とにより，周辺植生の植生高を一定サ

イズに抑える効果があったと考えられ

る。

さらに，各調査時期におけるコンテナの平均樹高と全

植生の平均植生高との関係についてみると，５調査区と

もに，コンテナ苗の樹高は平均植生高を上回っているこ

とが明らかになった（前掲 表－９，－10，図－14）。

このことは，植栽３カ年間，下刈り

作業を連続して行うことにより，周

辺植生による被圧を確実に回避でき

ることを示すものである。

植生高が1.2ｍ以上に達した個体

は，各試験区，または調査区ごとで

も，植物の種類が異なった（表－

18）。この中で，新見市及び高梁市

内の試験区で共通して出現していた

植物としては，アカメガシワが挙げ

られる。

一方，新見市内の試験区で共通し

て出現していた樹種として，クマイ

チゴがあった。細川ら（2017）は，

同三室国有林において，コンテナ苗

植栽後，下刈り未実施では，クマイ

チゴの樹高が，植栽３年後にはコン

テナ苗を上回り，著しく繁茂し，合わせて，隔年・無下

刈り箇所は，コンテナ苗の枝が枯れ上がる現象の発生や，

形状比が高く，形質が悪いことも指摘報告している。

以上の点から，コンテナ苗の生育に悪影響を及ぼす植

物の生育を抑えるためにも，植栽後３年間程度，連続し
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た下刈作業の徹底管理が必要であると考えられる。

（３）植被率

星山国有林では，植栽後３年間で，４調査区とも，木

本類，草本類，ササ類を合わせた全植生の植被率は，平

均値レベルでも，60～80％であった（図－15）。このう

ち，調査区①では木本類の植被率が草本類・ササ類に比

べ相対的に高いのに対し，それ以外の調査区では同程度

か，やや草本類・ササ類の方が植被率が高い傾向がみら

れた。

佐与谷山国有林では，３調査区とも，木本類の侵入・

定着が中心であり，特に調査区①では，植栽３年目には

70％程度まで上昇していた（図－16）。

入開山国有林では，植栽３年間で，谷部に位置する調

査区①では，木本類，草本類・ササ類も含めた植被率は，

植栽２年目以降，90～100％に達していた（図－17）。

中腹部に位置する調査区②では，植栽３年目には，全植

生の植被率は70～80％レベルであった。一方，最も標高

が高く，尾根部に近い調査区③では植栽２～３年目には，

木本類を中心として，植被率は20～30％に止まっており，

立地部位により，侵入・定着している植物による植被率

は異なっていた。

樋谷山国有林では，調査区②では，チマキザサ類によ

る繁殖が顕著であることから，草本類・ササ類の植被率

が植栽１年目から約80％程度と高くなっていた（図－

18）。調査区③にいても，植栽２年間では，同植被率は

60％程度となっていた。調査区③より標高が高い位置に

ある調査区④では，植栽２年間では，チマキザサによる

侵入・定着割合は20％未満であったが，植栽３年目には

60％程度まで上昇していた。

一方，植栽後４年間で，真庭市有林では，調査区⑥，

⑦では，木本類を中心に，全植生の植被率は，植栽３年

目以降，60％以上であった（図－19）。続いて調査区③

では，植栽２年目，全植生の植被率は約50％，同３年目

では60％台となっており，同４年目には下刈り作業が実

施されていないため，前年に比べ，同植被率は上昇傾向

にあった。

全５試験区を通じ，木本類のクマイチゴ，タラノキが

10％を超える事例は，星山，入開山試験区で共通して確

認された（表－19，表－20）。特に，入開山国有林の一

部では，クマイチゴの植被率が45％に達していた。他の

樹種では，星山国有林及び佐与谷山国有林の一部では，

アカメガシワ，星山国有林及び樋谷山国有林の一部では，

ナガバモミジイチゴの植被率がそれぞれ20％，10％を超

える事例が確認された。タラノキ，アカメガシワ，カラ

スザンショウは，造林未済調査地において出現する種と

して報告されているが（山中 2010)，今回の結果でも，

タラノキ，アカメガシワの出現・定着が確認されたこと

から，岡山県北部エリアにおいては，両樹種，並びにク

マイチゴの繁殖を抑制することが，山地植栽後のコンテ

ナ苗の生育成否の重要なポイントになることが示唆され

た。

草本類は，星山国有林の一部で，ススキ，ダンドボロ

ギク，チヂミザサ，ツリフネソウ，ヘクソカズラ，佐与

谷山国有林の一部で，ワラビ，入開山国有林の一部では，

ヨウシュヤマゴボウ，樋谷山国有林の一部で，タガネソ

ウ，カンスゲ，セキヤノアキチョウジの植被率がいずれ

も10％を超えていた。上記の草本類は，ヘクソカズラ，

チチヂミザサ，カンスゲを除き，いずれも，植栽時のコ

ンテナ苗の苗高と比較し，草高（草丈）が相対的に大き

いと考えられることから，コンテナ苗の生育にも影響を

及ぼすことが予想される。
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（４）成立本数

周辺植生のうち，植栽３年後の木本類の成立本数は，

佐与谷山国有林の調査区①で最大10本/m2台を筆頭に，

以下，入開山国有林の調査区①で９本/m2台，樋谷山国

有林の調査区①で８本/ｍ2台，星山国有林の調査区①，

③でともに７本/ｍ2台とそれぞれ続いていた（表－21）。

このことは，植栽２年後（2016年）に比べ，入開山国有

うち，調査区①で３本/m2の増加が認められた以外は，

いずれも減少か，もしくは微増に止まっていた（図－

20）。植生高1.2ｍ以上の個体に限定すれば，木本類で

は，入開山国有林で平均1.3本/m2（最大2.2本/m2），樋

谷山国有林で1.2本/m2（最大2.0本/m2）であったのに対

し，星山，佐与谷山の両国有林では，ともに0.3本/m2

（最大0.8本/m2）に止まっていた（前掲 表－20）。

真庭市有林では，木本類の成立本数は，各調査区では，

最大16本/m2台を筆頭に，以下，14本/m2台と続き，最も

少ない調査区では６本/m2台となっていたが（表－22），

国有林４試験区（調査区）と比べ，植栽３年後の木本類

の成立本数は相対的に多かった。ただし，植生高1.2ｍ

以上の個体に限定すれば，木本類では，平均0.6本/m2

（最大2.0本/m2）であり，この数値は，入開山，樋谷山

国有林の場合と比べ，明らかに低かった。

植栽３年後のササ類の成立本数は，樋谷山国有林の調

査区②では39本/m2，入開山国有林の調査区①で19本/m2

であり，2016年度の35本/m2，18本/m2に比べ（前掲 図

－20），両試験区とも微増傾向にあった。ただし，植生

高が1.2ｍ以上に達したササ類の個体は，樋谷山国有林

の調査区④において，0.2本/m2に止まっていたが，今後

とも，ササ類の繁茂については十分に注視していく必要

がある。

植栽３年後の草本類の成立本数は，星山国有林の調査

区②で47本/m2台，調査区③で37本/m2台，以下，樋谷山

国有林の調査区①で32本/m2であったのに対し，佐与谷

山，入開山国有林では，最大でもそれぞれ10本/m2，13

本/m2台で，ともに低い数値であった。真庭市有林の場

合でも，成立本数は，最大15本/m2台であり，上記の両

国有林よりやや多かった。草本類の成立本数は，2016年

度に比べ（前掲 図－20），星山国有林の調査区④で，

前年度の24本/m2台から，６本/m2増加が認られたほかは

微増に止まっていた。

木本類，ササ類，草本類を含む全植生について，その

成立本数をみると，星山国有林の52本/m2台を筆頭に，

以下，樋谷山国有林の44本/m2台，入開山国有林の40/m2

本台と続いていた（前掲 表－21）。ただし，植生高が

1.2ｍ以上に限定すれば，入開山国有林の2.8本/m2台を

筆頭に，樋谷山国有林，真庭市有林の2.0本/m2台であっ

た。ha当たりに換算すれば，20,000～28,000本となるが，

今後，どのように推移していくかは十分に注視していく

必要がある。

Ⅳ おわりに

岡山県内では，最近５年間程度，主に国有林を中心に

して，コンテナ苗植栽箇所が県中北部で確認されている。

一方，その生育状況については，一部報告（諏訪ら

2016、細川ら 2017）にみられるに過ぎない。このこと

から，今回，国有林４地点，及び民有林１地点，合計５

地点のデータを収集するとともに，その解析を行った。

その結果，コンテナ苗が従来の普通苗と同等の生育を示

すことが明らかになった。

今後，一貫作業システム（伐採，搬出，植栽）を推進

していく中で，幅広い植栽時期や植栽効率の良さといっ

た利点を考えれば，コンテナ苗はさらに広く普及してい

くことが予想される。このことから，今回，得られた成

果を普及啓発していくとともに，コンテナ苗の育苗期間

の短縮等により，造林用山行苗販売価格を普通苗に少し

でも近づけるべく，調査研究並びに，その早期実現を図

っていく必要があると考えられる。

最後に，当該調査に当たり，３カ年間に亘り，同試験

地の提供並びに下刈り作業等，格段のご配慮を戴いた，

林野庁近畿中国森林管理局岡山森林管理署，及び真庭市

の関係者に，この場を借りて厚くお礼申し上げる。
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